
田口会計事務所ニュース 8 月号 

今回のテーマ：受取配当等の益金不算入制度の見直し 

 

平成 27 年度税制改正において、配当金等を受け取った場合の益金不算入制度の見直しが 

行われました。 

 

1．制度の概要 

法人が配当等の額を受ける場合には、法人が保有する株式等に係る配当等の区分に応じ、 

それぞれ下記に揚げる一定の金額は益金の額に算入しないこととされています。 

 

2．改正の概要 

益金不算入の対象となる株式等の区分及び益金不算入割合の改正が行われ、負債利子が 

ある場合の控除計算の見直しが行われました。 

 

      注）特定株式投資信託（外国株価指数連動型特定株式投資信託を除く）の場合は、 

        非支配目的株式等と同様の取扱となります。 

 

3．配当等の額の範囲の見直し 

(1) 投資法人の金銭の分配の額が配当の額に該当することが明確化されるなどの一定の 

見直しが行われました。 

(2) 公社債投資信託以外の証券投資信託（特定株式投資信託を除く）の収益の分配の額 

のうち配当等の額とされる部分の金額については、本制度の対象から除外され、その 

収益の分配の額の全額が益金の額に算入されることとなりました。 

改正後 

株式等の区分 

完全子会社法人株式等 

関係法人株式等 

 

その他の株式等 

 

非支配目的株式等 

証券投資信託（注） 

保有割合 益金不算入割合 負債利子控除 

100% 100% 無し 

3 分の 1 超 

100%未満 

100% 有り 

5%超 3 分 

の 1 以下 

50% 無し 

5％以下 20% 無し 

100%益金算入 

改正前 

株式等の区分 

完全子会社法人株式等 

関係法人株式等 

 

上記以外の株式等 

及び証券投資信託 

保有割合 

100% 

25％以上 

100%未満 

 25％未満 

益金不算入割合 

100% 

100% 

50% 

負債利子控除 

無し 

有り 

有り 



 

4．負債利子がある場合の控除計算の見直し 

内国法人が各事業年度において支払う負債の利子がある場合の配当等の額の益金不算 

入額の計算について、次のとおり見直しが行われました。 

(1) 負債利子がある場合の控除計算の対象となる株式等が、関連法人株式等に限定され 

るとともに、控除される負債の利子の額は一定の算式（原則法）により計算した金額 

とされました。 

(2) 関連法人株式等に係る負債利子がある場合の控除計算の｢簡便法｣について、適用す 

ることができる法人が平成 27 年 4 月 1 日に存する内国法人とされ、基準年度が平成 

27 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日までの間に開始した各事業年度とされました。 

 

5．適用時期 

       平成 27 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度分の法人税について適用され、同日前に 

開始した事業年度分の法人税については、従来通り適用されます。 


